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実施内容02

［幹事企業名］

株式会社ZENSHIN
［WGメンバー］

株式会社ブイ・アール・テクノセンター
朝日大学
一般社団法人岐阜県トラック協会

今後の展開04

［ＷＧ名］

物流DXワーキンググループ

［補助事業名］

「実運送体制管理簿」の電子化による業務効率化

検証項目とその結果03

令和7年度岐阜県ＤＸ推進コンソーシアムワーキンググループ事業費補助金

1.事前準備・調査

２.システム開発

3.開発フィードバック
①業務範囲の拡大

EX)運送依頼書データから請求書を自動作成

〇元請事業者の法令対応実態と問題点を抽出
・実運送体制管理簿作成業務の理解度調査
・業務の電子化への対応状況の把握
・法令対応における現状の課題抽出

〇システム開発に必要な機能と業務効率化効果の検証
・システム開発の仕様及び対象範囲の妥当性検証
・システム導入による効率化効果と必要機能の整理

2025年4月より「実運送体制管理簿の作成・情報通知」義務化

【目的】物流業界特有の多重下請構造の実態把握と是正により適正運賃収受

1.検証項目

2.検証結果

法令対応を契機に物流DXを一気に推進させる！

DX人材の不足などでFAXや電話による情報共有など情報化
が進まない業務習慣を一気に変革できるシステムを開発

〇利用者実態・需要把握
岐阜県トラック協会会員へのヒアリングにより
業務実態調査および法令対応書類の調査を実施

〇競合分析

同種の競合サービスを対象に、機能・価格の調査を実施

▽FAXで受領された輸送依頼書

〇要件定義
システム開発範囲と仕様要件の確定

〇開発/テスト・UI/UX開発

利用者実態に即した、使い勝手の良いシステムを開発

〇マニュアル整備

利用者目線に立ったマニュアルの整備

▽業務フロー図

〇法令と物流現場との実態乖離によりDX化対応の遅れ
・紙やExcelなどの汎用ソフトによる運用が主流
・法令と物流実態の乖離により、管理簿作成において
複数帳票への記入など煩雑な作業が発生

・DX人材不足を背景にシステム導入が進んでいない

計画時 検証後

実運送体制管理簿のWeb化

DX人材が不足する運輸会社でも安心して導入できる機能拡充

②AIエージェント機能

EX) 過去データに基づく見積・運賃の自動提案

物流DXシステム「LogiSync」

「実運送体制管理簿」を作るための
輸送依頼書登録画面イメージ▽

〇元請事業者へのアンケート
中部6県の貨物自動車運送事業者3,936件へのアンケート調査・分析

運送依頼書をシステム化
⇒実運送体制管理簿に自動で反映

〇業務効率化と法令対応の両立を実現するプロトタイプを開発

〇利便性向上のためシステム開発範囲を拡大


